
修士論文（要旨） 

2026年 1月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学生時代の正課外教育と就職後のプロアクティブ行動との関連 

―新卒採用者の組織社会化の視点から― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指導 松田 チャップマン 与理子 教授 

 

国際学術研究科 

国際学術専攻 

心理学実践研究学位プログラム ポジティブ心理分野 

224J2060 

壼倉 美音 

 

 

 

 

 

 

  



Master’s Thesis (Abstract） 

January 2026 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

The relationship between extracurricular education during university and 

proactive behavior after employment: From the perspective of organizational 

socialization of new graduates 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Mio Tsubokura 

224J2060 

Master of Arts Program in Positive Psychology 

Master’s Program in International Studies 

International Graduate School of Advanced Studies 

J. F. Oberlin University 

Thesis Supervisor: Yoriko Matsuda-Chapman 

 

 

 



I 

目次 
第 1 章：問題 ..................................................................................................................... 1 

1-1 若年労働者にとってのキャリア初期 ...................................................................... 1 

1-2 新卒採用者の早期離職と組織社会化 ...................................................................... 1 

1-3 プロアクティブ行動の定義と種類 ......................................................................... 2 

1-4 プロアクティブ行動と正課外教育の関連 ............................................................... 3 

1-5 先行要因 ................................................................................................................ 4 

1-5-1 上司サポート ............................................................................................ 5 

1-5-2 知覚された組織的支援（Perceived Organizational Support：POS） ....... 5 

1-5-3 職場におけるインクルージョン ................................................................ 6 

1-5-4 プロアクティブパーソナリティー ............................................................ 6 

1-6 結果要因 ................................................................................................................ 7 

1-6-1 定着意識 ................................................................................................... 7 

1-6-2 仕事パフォーマンス ................................................................................. 8 

1-6-3 職場生活における幸福実感 ....................................................................... 8 

第 2 章：研究の目的と意義 ................................................................................................ 9 

2-1 目的 ....................................................................................................................... 9 

2-2 研究意義 ................................................................................................................ 9 

2-3 本研究の仮説と仮説モデル（Figure 1） ................................................................ 9 

第 3 章：方法 ................................................................................................................... 10 

3-1 調査対象者 .......................................................................................................... 10 

3-2 研究手続き .......................................................................................................... 10 

3-3 調査内容 .............................................................................................................. 11 

3-4 対象者の基本属性 ................................................................................................ 12 

3-5 信頼性の検討 ....................................................................................................... 12 

3-6 各変数の関連性の検討 ......................................................................................... 12 

3-7 仮説モデルの検討 ................................................................................................ 13 

3-8 倫理的配慮 .......................................................................................................... 13 

第 4 章：結果 ................................................................................................................... 14 

4-1 対象者の基本属性 ................................................................................................ 14 

4-2 信頼性の検討 ....................................................................................................... 15 

4-3 相関分析 .............................................................................................................. 15 

4-4 平均値の比較 ....................................................................................................... 17 

4-5 構造方程式モデリングを用いた仮説モデルの検討............................................... 20 

4-6 構造方程式モデリングによる多母集団同時分析 .................................................. 21 

第 5 章：考察 ................................................................................................................... 23 



II 

5-1 正課外教育や活動に対する積極的な関与とプロアクティブ行動の関連 ............... 23 

5-2 先行要因とプロアクティブ行動の関連 ................................................................ 24 

5-3 プロアクティブ行動と結果要因の関連 ................................................................ 25 

第 6 章：本研究の限界と今後の展望 ................................................................................ 26 

引用文献 .......................................................................................................................... ⅰ 

参考資料 ....................................................................................................................... - 1 - 

 



1 

第 1 章：問題 

若年労働者にとってキャリアの初期は重要な意味を持ち，早期に離職をすることは能

力開発に重大な遅滞が生じ，今後のキャリアにネガティブな影響を及ぼす可能性があり，

長期的なキャリア全体への影響が考えられるとされている。また，新人を失うことで組

織の活性化の失敗となり企業文化や技術の維持と後世への伝授の阻害の要因となると考

えられている。したがって，個人にとっても組織にとってもキャリアの初期は重要な意

味があることが示唆されている （尾形，2012a）。しかし，学校から社会への移行の時期

にある若者のキャリア形成について，検討が十分ではないと論じられている（正木他，

2010）。近年では，環境に能動的に働きかける主体的な存在として捉え直す見方が示され

ている中で，プロアクティブ行動は，新入社員自らの積極的な行動や会社への定着にお

ける概念として注目されている（尾形，2016）。プロアクティブ行動は，従業員が自身や

環境に対して影響を与えるために取る先見的な行動であるとされている（Grant & 

Ashford, 2008）。先行研究より，正課外教育と活動への積極的関与（金森・蛭田，2020  

池田他，2018 池田他，2019），上司サポート（尾形，2008），知覚された組織的支援

（Eisenberger et al，2002  Hutchison，1997   佐藤，2014），職場におけるインクルー

ジョン（佐藤他，2020），プロアクティブパーソナリティー （McCormick, Guay, Colbert, 

& Stewart，2019），定着意識（三保他，2023），仕事パフォーマンス（Zhao et al，2023  

尾形，2016），職場における幸福実感(Cooper-Thomas et al，2014)ついて検討を行った。 

 

第 2 章：研究の目的と意義 

本研究では、先行研究で明らかになっていない大学生時代の正課外教育への所属，お

よび正課外教育への積極的な関与と就職後のプロアクティブ行動との関連を検討する。

さらに現在の職場における上司からのサポート，組織からのサポートに対する知覚とプ

ロアクティブ行動との関連を定着意識，仕事のパフォーマンス，職業生活における幸福

実感などの組織社会化の観点から以下の仮説について検討した。 

 

仮説 1：正課外教育に参加している人の方が正課外教育に参加していない人よりも，

プロアクティブ行動の得点が高い 

仮説 2：積極的関与の得点が高い人の方が低い人よりも，プロアクティブ行動の得点

が高い 

仮説 3：上司サポートは，知覚された組織的支援と正の関連がある 

仮説 4 ：知覚された組織的支援は，職場におけるインクルージョンと正の関連がある 

仮説 5：職場におけるインクルージョンは，プロアクティブ行動と正の関連がある 

仮説 6：上司サポートとプロアクティブパーソナリティーには正の関連がある 

仮説 7：プロアクティブパーソナリティーとプロアクティブ行動には正の関連がある 

仮説 8：プロアクティブ行動は，定着意識と正の関連がある 
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仮説 9：プロアクティブ行動は，仕事パフォーマンスと正の関連がある 

仮説 10：プロアクティブ行動は，職業生活における幸福実感と正の関連がある 

 

第 3 章：方法 

Web 調査会社で研究協力の同意を得られた 22 歳から 27 歳までの従業員男女 278 名を

調査の対象とした。正課外教育，積極的関与，プロアクティブパーソナリティー，上司サ

ポート，知覚された組織的支援，職場におけるインクルージョン，プロアクティブ行動，

定着意識，仕事パフォーマンス，職業生活における幸福実感の尺度を用いて，インターネ

ットによるアンケート調査を行った。 

 

第 4 章：結果 

全ての尺度の一定の内的整合性が認められた。大学時代の正課外活動への参加の有無

における対応のない t 検定の結果，プロアクティブ行動の得点は，活動なし群よりも活

動あり群の平均得点が有意に高かったことから，仮説 1 が支持された。大学時代の正課

外活動への積極的関与の高低における対応のない t 検定の結果積極的関与低群よりも積

極的関与高群の平均得点が有意に高かったことから，仮説 2 が支持された。 

構造方程式モデリングを用いて変数間の関連を検討した結果，上司サポートから知覚

された組織的支援へのパス，知覚された組織的支援から職場におけるインクルージョン

へのパス，職場におけるインクルージョンからプロアクティブ行動へのパス，プロアク

ティブパーソナリティーと上司サポートのパス，プロアクティブパーソナリティーから

プロアクティブ行動へのパス，プロアクティブ行動から定着意識，仕事パフォーマンス，

職業生活における幸福実感へのパスが認められたことから仮説 3，仮説 4，仮説 5，仮説

6，仮説 7，仮説 8，仮説 9，仮説 10 が支持された。 

 

第 5 章：考察 

金森他（2020）の研究では，大学時代の体育会活動への参加が入社後のプロアクティ

ブ行動に繋がることが示されており，学生の自主的な活動に従事する中で，自立的な個

人の確立が重要であることを提言している。活動団体に所属し，自らの積極的な行動を

とったり，重要な役割を担ったり，することでこれらの能力を獲得し，強化されること

が入社後のプロアクティブ行動に繋がるのではないかと考える。 

上司からのサポート，知覚された組織からの支援，職場におけるインクルージョンは

先行研究を支持する結果が得られた(Eisenberger et al，2002  船越，2019  佐藤他，2020)。

先行研究と本研究から，新卒採用者が意思決定への参加や情報へのアクセスや上司との

親密性の認知が組織の重要な過程への参加を認識し，知覚された組織的支援と職場にお

けるインクルージョンに関連が見られたと考える。組織への参加や繋がりといった認識
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が新卒採用者の自発的で先見的な未来志向の行動を促進するのではないかと考える。環

境に働きかけ変化させようとするプロアクティブパーソナリティーが未来志向で変革志

向のプロアクティブ行動に繋がっているのではないかと考える。McCormick et al. （2019）

は，適切なリーダーの行動スタイルや組織風土が個人の従業員のプロアクティブティに

関連があることを示唆していることから，本研究では，上司サポートとプロアクティブ

行動に関しても上司のサポートが適切なリーダーの行動と認知されてプロアクティブテ

ィとの関連に繋がったのではないかと考える。 

プロアクティブ行動と定着意識，仕事パフォーマンス，職業生活における幸福実感に

ついても先行研究を支持する結果を得られた（三保他，2023  尾形，2016  Cooper-Thomas 

et al，2014）。三保他（2023）では，インターンシップ経験におけるプロアクティブ行動

が定着意識に関連があることを示しており，脅威や問題をチャンスややりがいと捉え，

物事の明るい側面に目を向けることが働き続け気持ちを促進しているのではないかと考

えられる。組織について学ぶ，フィードバックを求め，周囲と話し合い，関係構築を行

うことが，役割や知識の獲得，自律的な行動に繋がり，仕事のパフォーマンスが高いと

いう認識に繋がり，仕事の明るい側面に目を向けるといった積極的な行動が，働くこと

を通じて幸せを感じる幸福実感に繋がるのではないかと考える。 

 

第 6 章：本研究の限界と今後の展望 

最後に本研究での限界と今後の展望を述べる。今回の結果から有用な知見が見られた

一方で，いくつかの限界も存在する。まず，一時的な横断的な調査になってしまったた

め，因果関係を解明するための活動からのパスの検討を含めた縦断的な研究が必要であ

ると考えられる。限界を克服し，より包括的で具体的な理解を目指すことが期待される。

若年労働者の定着のプロセスや大学における活動の支援について具体的な策を講じるこ

とが可能になると考える。それらが，労働者一人ひとりの理想のキャリアの追求や組織

の持続可能性に寄与することが期待できると考えられる。 
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参考資料 

正課外教育：（池田，2020） 

「最も力を入れて取り組んだ活動の正式名称と具体的な活動内容」，「活動の種類」，「活動

年数・日数，時間」の 3 項目を用いた。 

教示：以下の質問はあなたの授業外の活動について尋ねるものです。 

具体的には，以下の表にあげたような活動を「正課外教育」と定義します。 

運動部 例）サッカー部，野球部，テニス部 

文化部 例）演劇部，合唱部，オーケストラ部 

体育会系サークル 例）サッカーサークル，野球サークル，テニスサークル 

文化系サークル 例）演劇サークル，合唱サークル，オーケストラサークル 

社会系サークル 例）大学祭の運営をサークル，ボランティアサークル 

社会活動 例）NPO，学生団体などの社会貢献を目的とする団体 

勉強会 例）法律勉強会，プログラミング勉強会 

ビジネス 例）インターンシップ，起業 

 

正課外教育について詳しくお聞きします。 

あなたが最も力を入れて取り組んだ活動の正式名と具体的な活動内容について教えて

ください 

正式名 

 

活動内容 

 

活動の種類は以下の項目のうち，どれに最も近いですか。あてはまる数字に 1 つだけ

○をつけてください。 

運動部 文化部 体育系サー

クル 

文化系サー

クル 

社会系サークル（大学

祭運営など） 

1 2 3 4 5 

社会活動（NPO，

学生団体など） 

勉強会（法

律勉強会

など） 

ビジネス その他 

6 7 8 9 

 

あなたは活動にどれくらい参加していましたか。カッコ内に数字を記入してください。 

参加年数は約（   年）。平均して週に約（  ）日，（  ）時間参加していた。 

 

積極的関与： （木村・河井，2012） 

教示文：あなたは活動にどのように取組みましたか。最もあてはまる回答をそれぞれ 1 つ

選んでください。 

回答方法：1：全くそう思がない ― 5：非常にそう思う 
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質問項目： 

1. 話し合いにおいて自分の意見や考えを積極的に発言した 

2. 傍観をするのではなく，自分から積極的に行動した 

3. この活動において中心メンバーだった 

4. 個の活動の中で重要な役割を任されていた 

5. 活動の中で直面した困難に挑戦した 

6. 出来るだけ多くの時間を活動のために費やした 

 

就労者用日本語版 Proactive Personality Scale：（西山，2008） 

教示文：以下の質問文は，あなたについて尋ねるものです。最もあてはまる回答をそれぞ

れ 1 つ選んでください。 

回答方法：1：あてはまらない ― 7：とてもあてはまる 

質問項目： 

1. 人生を向上させるための方法を，常に探し続けている 

2. 社会（地域）や，ひいては世の中を，変えるようにしていかなければならない 

3. どんな状況にあっても，パワフルに前向きに，変化を求める 

4. 自分の計画を邪魔するものと面と向き合い，克服していくのが好きだ 

5. 自分の発想や計画を実現していくことほど，楽しいことはない 

6. どんな不利な状況でも，強い信念を持っていれば，物事は実現させられる 

7. チャンスは決して逃さない 

8. 物事をやるために，常に最善の方法を探そうとする 

9. あることを心に決めたら，どんな障害があろうと実現までこぎつける 

10. 「今置かれている状況」の打開をはかるのが，大好きである 

11. 何か問題をかかえたら，全力で真正面から取り組む 

12. 問題や障害をチャンスに変えていくのが，とてもうまい 

13. チャンスをつかむ能力は，他の人よりずっと優れている 

14. 誰かがトラブルにまきこまれていたら，できる限りの手を尽くして助ける 

 

心理社会的職場環境尺度：（松田・園山・石川，2015） 

「上司サポート（4 項目）」の 1 因子を用いた。 

教示文：以下の質問文は，あなたの上司、または職場からのサポートについて尋ねるもの

です。最もあてはまる回答をそれぞれ 1 つ選んでください。 

回答方法：1：まったくあてはまらない ― 5：非常にあてはまる 

質問項目： 

1. 職場では上司が励ましてくれる 

2. 気持ちを消耗するような仕事をしている時，上司は私を支えてくれる 

3. 直属の上司は私の仕事に関がる問題についてよく耳を傾けてくれる 

4. 上司は私の仕事と成長のために一緒に関がり合いを持ってくれる 
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日本語版知覚された組織的支援（POS）尺度：（佐藤・島貫・林・森永，2020） 

教示文：以下の質問文は，あなたの上司、または職場からのサポートについて尋ねるもの

です。最もあてはまる回答をそれぞれ 1 つ選んでください。 

回答方法：1：まったくあてはまらない ― 5：非常にあてはまる 

質問項目： 

1. 会社は，私の目標や価値観を重視してくれる 

2. 会社は，私の well-being（幸福・健康）を本当に気にかけてくれる 

3. 会社は，私が全力を尽くして仕事を遂行するための援助を喜んで提供してくれる 

4. 会社は，私の仕事ができるだけ興味深いものになるように努めている 

 

日本語版職場におけるインクルージョン尺度：（山本，2023） 

教示文：あなたが働いている職場について、以下の各事項にどの程度同意するかお答えく

ださい。なお、職場とは、現在所属している部署のなかで日常的に直接かかがりを持つ範

囲とし、ご自身の上司を除いた他のメンバーとの関係についてお答えください。 

回答方法：1：全くあてはまらない ― 5：とてもよくあてはまる 

質問項目： 

1. 私は、職場の大切なメンバーとして扱がれている 

2. 私は、自分が職場のメンバーとしてふさがしいと感じている 

3. 私は、職場のメンバーと精神的な繋がりを感じている 

4. 私は、この職場は自分のいるべき場所だと感じている 

5. 私の職場のメンバーは、私を本当に気にかけてくれているように感じる 

6. 私は、他のメンバーが持っていない私独自の見方を職場に提供できる 

7. 私の職場の人々は、私と意見が異なっていても、私の意見に耳を傾けてくれる 

8. 私は、職場において、他の人とは異なる考えをためらいもなく表明できる 

9. 私は、仕事上の問題に対して、職場のほかのメンバーとは異なる見方を表明すること

ができる 

10. 私は、他のメンバーが視野の狭い議論にとらがれているときに、新しい視点を持ち込

むことができる 

 

プロアクティブ行動：（星，2016） 

「情報探索行動（4 項目）」「一般的な社会活動（3 項目）」「ネットワーク構築（3 項目）」

「フィードバック探索 （4 項目）」「職務変更交渉 （4 項目）」「ポジティブフレーム （3 項目）」

「上司との関係構築（3 項目）」の 7 因子を使用した。 

教示文：以下の質問文は，仕事におけるあなたの行動について尋ねるものです。最もあて

はまる回答をそれぞれ 1 つ選んでください。 

回答方法：1：行っていない ― 5：よく行う 

質問項目： 
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1. 組織における部門間の関係や権限関係について学ぼうとすること 

2. 会社主催の社交的集まりに出席すること 

3. 自分の部署外の人たちと，付き合おうとすること 

4. 割り当てられた仕事をしている最中，その仕事ぶりに対するフィードバックを求める

こと 

5. 割り当てられた職務について，上司や同僚などと話し合うこと 

6. 自分の置かれている状況を「脅威」ではなく，むしろ「チャンス」としてとらえよう

とすること 

7. 上司のことを，よく知ろうとすること 

8. 組織における力関係について学ぼうとすること 

9. 人と出会うために，オフィスでの社交行事に参加すること 

10. 社内の別の部署の人たちに，自分から話しかけること 

11. 上司にコメントを求めること 

12. 自分に課せられている要求事項について，上司や同僚と話し合うこと 

13. 自分の置かれている状況を「問題」ではなく，「やりがいのあること」としてとらえよ

うとすること 

14. 上司とよい関係を築こうとすること 

15. 組織内の重要な方針や手順について学ぼうとすること 

16. 職場の飲み会への参加 

17. 社内の別のセクションに所属する，より多くの人たちと個人的に知り合おうとするこ

と 

18. 自分に割り当てられた仕事を終えた後に，その仕事ぶりに対するフィードバックを求

めること 

19. 自分の仕事で変更したい点について，上司や同僚などと話し合うこと 

20. 物事の明るい面を見ようとすること 

21. 上司との時間や接点を，多く持とうとすること 

22. 組織の体制（部門間の関係・権限関係等）について覚えようとすること 

23. 自分の仕事に対する意見を，上司に求めること 

24. 上司や同僚が，あなたに期待していることについて，彼らと話し合うこと 

 

 

定着意識 

教示文：以下の質問文で最もあてはまる回答を 1 つ選んでください。 

回答方法：1：働き続けたくない ― 4：働き続けたい 

質問項目： 

1. 今の会社（企業）で働き続けたい 
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仕事のパフォーマンスに関する自己評価（健康と仕事のパフォーマンスに関する調査票 

短縮版）：（世界保健機関，2018） 

教示文：過去 4 週間(28 日間)の間のあなたの勤務日におけるあなたの総合的なパフォー

マンスを、あなたはどのように評価しますか 

回答方法：0：最悪のパフォーマンス ― 10：もっとも優れたパフォーマンス 

 

職業生活における幸福実感/不幸実感尺度：（井上・金本・保井・前野，2022) 

「幸福実感（5 項目）」の 1 因子を用いた。 

教示文：以下の質問は，あなたの会社での幸せついて尋ねるものです。 

最もあてはまる回答をそれぞれ 1 つ選んでください。 

回答方法：1：全くそう思がない ― 7：とてもそう思う 

質問項目： 

1. 私は，はたらいていて，幸せを感じることが多い 

2. はたらくことを通じて，幸せを感じている 

3. 私は，はたらくことを通じて，周りよりも幸せを感じていると思う 

4. 私は，幸せな気持ちで働いていることが多い 

5. 私は，世間一般と比較して幸せに働いていると思う 

 

 


